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2　　早法 92 巻 4 号（2017）
＊ 本稿は、差押処分に続く換価処分が、その差押えの時から約20年も放置
された（その間、滞納者への自主納付の勧奨が続けられた）のちに初めて
実行されたばかりか、その20年の間に、最初の差押さえの13年後には少額
の自主納付をうけて既存の差押の一部解除があり、その後に上記の換価処
分がなされた。しかし、その換価処分のみでは滞納税額に不足するとし
て、また新たに追加差押がなされ、さらなる換価処分がなされた。このよ
うな特異な滞納処分手続が展開された「忍野村滞納処分事件」を素材に、
滞納処分権限行使（特に換価の時期の選択）に対する裁量の限界を検討し
ようとするものである。この事件については原告側弁護人から意見書の作
成の依頼があり、以下の検討は、そのさい甲府地裁に提出した意見書を基
礎にしたものである。
1 ．はじめに
　平成26年 9 月 9 日に東京高等裁判所（以下、「本件東京高裁」という）で、
租税の滞納処分手続における差押処分の取消等を求める訴訟での棄却判決
が言い渡された（判例地方自治403号13頁）。この事案での中心的争点は、
滞納処分手続における差押財産の換価の時期の選定について、そこには時
間的限界があり、その限界を超える時期における換価は許されないとの理
論が成立しうるかという点であった（原告は当該換価を違法として、その換
価後の追加差押処分の取消しとともに、国家賠償の請求を裁判において主張し
た）。本件東京高裁判決は、「差押財産の換価の時期について国税徴収法、
地方税法には何らの定めがなく、公売の時期を選定するに当たっては、徴
収機関に広範な裁量権が認められるというべきである。」との認識のもと
で、原審（甲府地裁平成26年 3 月18日判決・判例地方自治・同上15頁）と同じ
く追加差押処分の取消しを認めない結論を示した。
　以上のような本件東京高裁の判示部分は、この部分にのみ注目すれば違
和感のないものであるかも知れないが、滞納処分手続における換価処分
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が、当初の差押処分から20年も経過した後に実行されたという忍野村滞
納処分事件
（１）
の事実を前にしたとき、大きな疑問が提起されることになる。
さらに、最初の差押処分から換価処分が実際になされるまでの20年間の
間に、既存の差押えの一部解除がなされたが、実際に20年目に換価処分
をしてみると滞納額に足りないとして、その後に一転して追加差押えがな
されて換価処分がなされるという本件の特殊な経緯を前にするとき、差押
財産の換価の時期の選択は徴収機関の広範な裁量に属するとして、本件の
滞納処分手続における徴収機関の権限濫用は認められないとする高裁判決
には、さらに大きな疑問が生じることになる。徴収機関には広い裁量権を
認めながら、本件の「通常とは異なる」滞納処分手続によって、納税者側
の生活や営業にどのような「通常とは異なる」具体的困難が発生するかに
ついての考慮を裁判所は全くといっていいほど考慮しておらず、本件事件
の判決は租税確保の公益性を過度に優先する考え方になっている。
　以下において、まずは、本件忍野村滞納処分事件の経緯を簡単に紹介し
ておくこととする。
2 ．忍野村滞納処分事件の概要
（ 1 ）　本件事案における滞納処分の異常性
　租税の滞納が発生してから差押処分、換価処分がなされるまでの本件事
案の経過は、通常の滞納処分の行政過程ではみられない、異常な様相を示
している。これを時系列的に示すと、次のような経過になる。
① 租税（村民税、県民税）の滞納による差押処分（平成 2 年12月）
　本事案の租税の滞納は、昭和60年度と昭和61年度の村民Aの村民税と
県民税（以下、本件村県民税という）について発生したものである。この本
件村県民税の滞納にかかる滞納金額の徴収については、平成 2年12月20日
に忍野村の村長から差押通知書が滞納者Aのもとに送達されて差押えが
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実行され、滞納者Aの 7 筆土地が差押えの対象財産とされた。この時点
での滞納金額の総額は約3,000万円であった。
　なお、本件村県民税にかかる差押えについては平成 3年 2月18日付けで
異議申立て
（２）
がなされているが、同年 4月15日に異議申立てを却下する決定
がなされている（この決定により、地方税法19条の 7第 1 項
（３）
にもとづく差押財
産の換価制限がなくなったことになる）。なお、異議申立てのなかでは、こ
の当初の差押えが超過差押であると主張がなされていた。
② 取消訴訟の確定（平成 6 年 9 月）
　本件村県民税の滞納税額は、滞納者Aが自己の所有する不動産の売却
につき、交換特例による非課税制度を利用して所得税の申告を行ったとこ
ろ、税務署長が当該交換特例の適用要件を充足していないとして更正処分
をおこなったことに連動して発生した村県民税の増加部分を滞納したこと
で発生したものである。
　この税務署長の更正処分に対して滞納者Aは取消訴訟を提起していた
が、甲府地方裁判所平成 6年 9月19日判決により、更正処分の取り消しを
求める請求は棄却され確定したという経緯がある。
③ 滞納税額の一部納付（平成14年12月、平成15年 8 月）
　滞納者Aは、平成14年12月10日と平成15年 8 月14日の二度に渡って、
滞納税額の一部（総計約317万円）を納付した。実際にこの納付を行ったの
は、滞納者Aの長男の妻であるが、すでに高齢であり、判断能力も衰え
ている滞納者Aが、いかなる忍野村からの説明を受けて納付するに至っ
たかの経緯については不明な点があるほか、そもそも当該妻が滞納者A
の依頼を受けて納付したのかについても不明な点がある。滞納者Aの長
男の妻は、周囲の者から滞納状態を非難される環境のなかで苦しんでいる
という事情があり、滞納者Aの財産を事実上管理できる立場にいた妻の
独自の判断で納付した可能性も否定できない状況がある。また、当該長男
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の了解のもとで妻が滞納税額の一部を納付したかについても不明な部分が
あり、当該長男は裁判において、妻の納付について事前には全く知らなか
ったと主張している。
④ 差押の一部解除処分（平成15年 1 月、 8 月）
　上記の滞納税額一部納付により超過差押が生じるという理由で、平成15
年 1 月31日と同年 8月26日に平成 2年12月の最初の差押えの一部解除処分
がなされて、 2筆（山林、田）が差押財産の対象から除外されることにな
った。
⑤ 滞納者の死亡（平成19年 7 月）
　平成19年 7 月に滞納者A（被相続人）が死亡するところとなり、上記の
長男を含む 3人の子供が相続人として、差押財産を含む被相続人の遺産を
相続することとなった。そして、この 3人が本件での後掲⑦の追加差押処
分等の取消訴訟を提起することになる（この訴訟を提起した 3人を、以下で
「原告ら」と表記する場合がある）。
⑥ 差押財産の第一回目、二回目の換価処分（平成22年 9 月、23年 2 月）
　差押財産につき、平成22年 9 月、23年 2 月に換価処分がなされるところ
となった。この換価処分は、平成 2 年に差押処分がなされてから約20年
が経過してからのものであり、この20年という期間は、差押処分から換
価処分がなされるまでの一般的な通常の期間からして異常なものである。
⑦ 追加差押（平成23年 6 月）
　上記の換価処分の結果、いまだ滞納税額に充当するに足りないとして、
平成23年 6 月 7 日に、平成15年の差押解除処分で差押財産から除外された
2筆の財産と、これまで差押財産とされてこなかった 3筆（地目は畑、宅
地、旅館）が新たに差押財産の対象とされる所となった（追加差押え）。こ
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の追加差押処分による差押対象財産は、相続人のうちの一人が家族と日常
生活をおくっている旅館兼自宅（実際には、ほぼ自宅としてのみ使用）と敷
地、それに接続する畑であることから、換価処分がなされることになれ
ば、即座に生活の基盤を失うという性格を有する財産である。平成 2年の
最初の差押え、平成15年の差押一部解除、そして平成22、23年の換価処分
を経たのちになされた平成23年の追加差押えは、20年以上前の昭和60、61
年度の本件村県民税の滞納にかかわるものであることを考えると、この追
加差押えは、そこまでに至る経緯も含めて極めて、これまた異様なもので
あるといわざるをえない。
⑧ 取消訴訟の提起（平成23年12月）
　以上のような経過のもとで、被相続Aの相続人が追加差押処分の取消
しと、この処分の違法にもとづく国家賠償を求めて訴訟の提起がなされ
た。
（ 2 ）　滞納処分に関する定めの確認
　地方税の滞納処分にかかわる法の定めと、滞納処分実務の指針として示
されている内容を、以下において確認しておく（事件当時の規定によるが、
その後の改正部分については、「注」において説明を加える）。
① 地方税の滞納処分
　地方税法331条 6 項は、「前各項に定めるものその他市町村民税に係る地
方団体の徴収金の滞納処分については、国税徴収法に規定する滞納処分の
例による。」と定めており、本件村県民税にかかる滞納処分手続について
も、地方税法に特別な定めがない限り国税徴収法の定めるところによるも
のとなる。さらに、地方税法334条は、「市町村は、個人の市町村民税に係
る地方団体の徴収金について督促状を発し、滞納処分をし、及び交付要求
をする場合においては、この法律に特別の規定がある場合を除く外、当該
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個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金についてあわせて督促状を発
し、滞納処分をし、及び交付要求をするものとする。」と定めており、本
件の県民税についての滞納処分も忍野村が県民税の分も合わせて執行する
ところとなっている。
② 滞納処分の種類
　さて、本件村県民税に関する滞納処分手続が開始されるためには、その
前提要件として督促（地方税法329条）がなされなければならない。この督
促によって、徴収権の消滅時効の中断（地方税法18条の 2第 1 項 2 号）とい
う効果が生じるとともに、滞納処分における差押えをなすための前提要件
が充足されることになる（地方税法331条 1 項 1 号）。
　滞納処分の種類を、原則として地方税の滞納処分にも適用されることに
なる国税徴収法でいうならば、滞納処分には狭義の滞納処分と交付要求・
参加差押（国税徴収法82～87条）があり、両者を含めて広義の滞納処分と
いう。狭義の滞納処分は、差押（同法47～81条）、換価（同法89～127条）、
配当（同法128～135条）という手続きで進められる。差押えにより、徴収
権の時効は中断することになる（民法147条 2 号）。不服申立ての対象とさ
れている処分に関わる差押財産の換価について地方税法19条の 7 第 1 項
は、まず不服申立ては徴収の実行をさまたげないとしたあとで、「その財
産の価額が著しく減少するおそれがあるとき」等の場合を除いて、その不
服申立てに対する決定または裁決があるまでは差押財産の換価をすること
ができないと定めている
（４）
。
③ 差押解除の要件
　国税徴収法は、差押権限の行使に関する制限として、超過差押及び無益
な差押の禁止（同法48条）や差押禁止財産（同法75条～78条）などの規定を
始めとして、徴収権と滞納者や第三者の権利との調整を図るための詳細な
規定を置いている。
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　さらに、本件でなされた差押えの一部解除は、国税徴収法79条 2 項 1 号
を根拠とするものである。同条 2 項は、「差押に係る国税の一部の納付、
充当、更正の一部の取消、差押財産の値上りその他の理由により、その価
額が差押に係る国税及びこれに先だつ他の国税、地方税その他の債権の合
計額を著しく超過すると認められるに至つたとき」（ 1 号）には、徴収職
員が差押財産の全部又は一部について、その差押えを解除することができ
ると定めている。同号の定めについて注目すべき点を、本件村県民税の滞
納処分の関連で言い換えるならば、同号は、差押えに係る地方税の一部の
納付により、差押財産の価額が差押えにかかる地方税の額を「著しく超過
すると認められるに至ったとき」には、差押の一部解除処分をすることが
できると規定しているということである。国税徴収法は、「著しく超過す
る」との要件を定めることで、差押解除の要件を厳しく絞っているという
ことができる。
④ 追加差押え
　追加差押えとは、差押財産の処分予定価額が滞納税額に不足すると認め
られるときに、既存の差押財産に加えて、追加して他の財産を差押えるこ
とをいうものである。しかし、追加差押えの手続について法律は定めを置
いておらず、それゆえ追加差押えの権限行使の制約についても法律上は規
定がない。
　追加差押えについての定めは地方税法、国税徴収法などには存在せず、
国税徴収法基本通達にも定めはない。国税庁の「換価事務提要（事務運営
指針）」（平成20年 6 月13日制定）中に「追加差押えの必要性についての確認
（提要第 2章第 4節17）という項目があり、以下のような処理基準が示され
ている。
「（追加差押えの必要性についての確認）
17 　差押財産の処分予定価額が、徴収しようとする滞納国税の額に不足する
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か否かについて確認し、不足すると認められるときは、おおむね次により
処理する。
　 　なお、追加して差し押さえることができる財産があるかどうかの調査に
当たっては、単に滞納者宅、営業所等だけの調査にとどめることなく、公
簿上の財産の有無等についても広く調査し、その調査事績を「滞納処分
票」等に記録しておくことに留意する。
　（ 1） 　他に追加して差し押さえることができる財産があるときは、その財
産を差し押さえ、又は差押換えをして換価を実施すること。
　　　（注） 　差押財産の処分予定価額が、徴収しようとする滞納国税の額に
不足することが明らかに認められるにもかかわらず追加して差し
押さえることのできる財産の有無を調査しないで換価を実施した
ために、滞納者が任意に他の財産を処分し、そのことにより徴収
不足を生ずることがないよう留意する。
　（ 2） 　差押財産が担保権付財産であって、その差押財産の売却見込代金か
ら優先私債権を控除して滞納国税に充当すべき額が著しく少ないとき
は、その財産の差押換え又は追加差押えについて検討し、所要の処理
をした上で換価を実施すること。」
　以上の「換価事務提要」の追加差押えの必要性についての確認には、追
加差押権限の制限についての言及は存在しない。
3 ．換価の「時」についての裁量の濫用
（ 1 ）　滞納処分執行機関による換価事務の考え方
　本件東京高裁は、 前述のように滞納処分手続における換価の時期 （「時」）
について、法は制約を定めず広い裁量を認めていると判示している。しか
し、法令ではないが、換価事務提要（事務運営方針）（国税庁長官・平成20
年 6 月13日制定、徴徴 3 ─ 9 、徴管 3 ─37）の第 1 章「換価に当たっての基
本的な考え方」には、次のような前文が置かれている（地方公共団体の換
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価事務も、この換価事務提要を参照して進められる）。
　「滞納者にとっては、自己の意思にかかわらず強制的に財産を売却される
ことになり、また、その財産の上に抵当権、賃借権などを有する権利者にと
っては、それらの権利が換価によって消滅することとなるなど、差押財産の
換価は、これらの者の権利・利益に法律上及び事実上の重大な影響を及ぼす
効果を有している。したがって、このような性格及び効果を有する換価の重
要性にかんがみ、以下に掲げる基本的な考え方を踏まえ、その事務を適切に
実施しなければならない。」
　この換価事務提要の指摘をまつまでもなく、差押財産の換価は「滞納者
などの権利・利益に重大な影響を及ぼす」ものであることから、国民の権
利・利益に重大な影響のある換価処分が、滞納者の事情を考慮する必要も
なく徴収機関・職員の広範な裁量にまかされているということはありえ
ず、裁量が認められるとしても、それは一定の制約のもとでのみ認められ
るべきものである。このような考え方は、国税徴収法が滞納処分を執行す
る徴収機関に対し課している様々な権限行使の制約規定の趣旨からも導か
れるものである。
　換価事務提要の第 1 章の 1 も、上記の同提要の前文を踏まえて、「差押
財産の換価は、一連の滞納処分の締めくくりとして実施するものである
が、滞納者などの権利・利益に重大な影響を及ぼすことから、他に適切な
滞納整理の方法がある場合にはその方法によるべきである。」との考え方
を示している。この第 1章の 1も、換価が「滞納者などの権利・利益に重
大な影響を及ぼす」ことを確認しており、この 1章の 1の定めは換価手続
における徴収機関の裁量を制限する方向に機能しこそすれ、広範な裁量と
結びつくものではない。しかし、忍野村は裁判の審理過程で、一方で換価
についての広範な裁量を主張しながら、同時に、この第 1章の 1を自己の
徴収方法の正当性の根拠として持ち出してきている。裁量権を制限する趣
旨を含む換価事務提要の第 1章の 1を持ち出す理由が疑問となるところで
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あるが、これを持ち出す意図が、提要第 1章の 1の「他に適切な滞納整理
の方法がある場合にはその方法によるべきである。」との部分に関連して、
その「他の適切な滞納整理の方法」が本事案での忍野村側による（20年も
続く）自主納付の勧奨のことであるとするのであれば、それは全く成立し
ない議論である（このことは後述）。
　そして、この提要の第 1章には、その 1 （対象事案の適切な選定）のあと
に、 2（手続の適正性の確保）として、「差押財産の換価は、強制的に行う
処分であり、滞納者などの権利・利益に重大な影響を及ぼすことから、こ
れを円滑に実施するためには、一連の手続において適正性を確保しなけれ
ばならない。したがって、換価に当たっては、法令の規定に基づいて適正
な手続により実施する必要がある。」とし、さらに 3 （高価有利な売却）
は、「差押財産の換価は、その売却代金をもって滞納国税を徴収するため
に行うものであり、滞納者の意思にかかわらず売却する以上は、可能な限
り高価有利に売却するよう努めなければならない。（以下、略）」との考え
方が示されている。忍野村側が換価事務提要の考え方に着目するのであれ
ば、換価手続の適正性の確保や高価有利な売却という点から換価の「時」
を選定しなければならないのであり、その選定にほとんど無制限の広い裁
量が認められているとの理解（本件東京高裁も同湯）は妥当ではない。
（ 2 ）　本事例における換価の「時」の選定
　換価処分における裁量権の行使を、差押処分から換価処分までの時間の
経過という観点からみるとき、そして特に換価対象財産が不動産であると
いう場合、その対象財産の評価額が常に変動してゆくという点に注目して
換価の「時」が選択されなければならないという点が、滞納処分について
の専門的知識と経験を有する徴収機関にとって「職務上通常尽くすべき注
意義務」の内容を構成することについては異論のないところであろう。こ
の「時」との関連で「職務上通常尽くすべき注意義務」の中心をなすの
は、前述の換価事務提要第 1 章の 3 が示しているように、「差押財産の換
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価は、その売却代金をもって滞納国税を徴収するために行うものであり、
滞納者の意思にかかわらず売却する以上は、可能な限り高価有利に売却す
るよう努めなければならない。」という点である。
　本事例では、差押処分がなされた時点から約20年後に換価処分・追加
差押えがなされる時まで、地価が継続的に低下していたことは徴収機関に
とっても顕著な事実であり、換価を放置すれば差押財産によって滞納税額
をまかなえなくなることも当然に予想し得たものと思われる（いわゆるバ
ブル経済の崩壊による地価の下落傾向は忍野村のような農村部では特に顕著で
あり、それが上昇に転ずるなどのことは、誰しも想定し得ない状況であったこ
とは明らかである）。
　この場合、地価の顕著な下落傾向のもとで換価を漫然と見送ったとして
も、既存の差押財産の換価で滞納税額の充当に不足する事態が発生すれ
ば、滞納者には差押えがなされていない差押可能財産が残っているのであ
るから、いつでも追加差押えによればよいと徴収機関が考えていたとすれ
ば、いかに換価の「時」の選定について一定の裁量を認めるとしても、そ
こには「時」の選定についての裁量権の濫用があるといわざるをえないで
あろう。差押処分から最初の換価処分がなされるまでに約20年という時
間が経過している本事案においては、このような徴収不足という事態にな
れれば「いつでも追加差押えによればよい」とする安易な考え方が徴収機
関の基礎にあったかについては明確ではないが、本事例では実際に差押え
から約20年後に追加差押えをおこなっており、少なくとも本事例のよう
な追加差押えを認めることになれば、それは結果的には「いつでも追加差
押えによればよい」とする考え方を容認する結果となる。
　忍野村側は、差押えから換価までの20年という時間の経過の後の追加
差押えという本事案の核心ともいえる重大な事実と切り離して、不動産価
格のように時価が変動する資産であれば、「不動産価格が下落し、差押え
資産の額が滞納額から乖離すれば、滞納者の資産調査を行い、追加の差押
えをすべきことは、国税徴収法上の徴税吏員の義務である」との主張を審
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理の過程で展開し、それをもって本件における追加差押えを正当化しよう
としている（この主張の根拠として忍野村側は国税徴収法47条を持ち出してい
るが、この規定は単に差押えの手続要件を定めるのみで、追加差押の直接的根
拠を定めるものではない）。しかし、20年という長い「時」の経過と、その
後の追加差押えが結合している点に本事案の特徴があるのであり、「時」
の経過と切り離して、一般的な追加差押えの根拠を述べることで、本件に
おける特殊な追加差押えの正当性を論じることは本事案の特殊性をあえて
無視しようとするものである。
　差押対象財産たる不動産時価の継続的下落傾向のなかでの20年という
通常では考えられない時間の経過には、それが通常ではないだけに、逆
に、その時間の経過を正当化しえる特殊な事情が行政側に存在する可能性
もあり、その点を検討する必要がある。
4 ．自主納付の強要と換価の「時」の裁量の濫用
（ 1 ）　行政指導としての自主納付の勧奨
　忍野村滞納処分事件の事案の様々な特殊事情を抽出してみるとき、それ
らの基礎をなしているのは、忍野村の裁判における主張にもたびたび登場
する、「原告らは、そもそも長年にわたる納税折衝にもかかわらず、頑な
に自主納付を拒んでいた悪質滞納者である」という考え方であるように思
われる。忍野村側は、滞納者一般が悪質なのではなく、頑なに自主納付を
拒む滞納者のみを「悪質」と決めつけているようである。滞納にいたる事
情には様々な事情があるとしても、たしかに一般的に租税の滞納という行
為が消極的評価の対象とされることについては仕方のない側面がある。租
税の滞納に対しては、その代償として滞納処分が執行されることになる
が、その滞納処分における差押えがなされたあと、自主納付をなす滞納者
は「良い」滞納者で、自主納付を拒んで換価を待つ滞納者は「悪質」であ
ると区分することは妥当でなく、自主納付を拒む滞納者に対しては換価事
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務を粛々と進めればよいだけの話である。
　もちろん、忍野村側が滞納者に対して自主納付の勧奨（行政指導）をす
ることは、一般的に問題のないところである。しかし、忍野村行政手続条
例（平成 8年12月24日・条例第10号）30条 1 項は「行政指導にあっては、行
政指導に携わる者は、いやしくも当該村の機関の任務又は所掌事務の範囲
を逸脱してはならないこと及び行政指導の内容があくまでも相手方の任意
の協力によってのみ実現されるものであることに留意しなければならな
い。」と定め、同条 2項は「行政指導に携わる者は、その相手方が行政指
導に従わなかったことを理由として、不利益な取扱いをしてはならない。」
と定める。忍野村税条例 4条 2 項は、「徴収金を納付し、又は納入する義
務の適正な実現を図るために行われる行政指導」に対して、忍野村手続条
例の行政指導の方式（同条例33条 2 項、3項）や複数の者を対象とする行政
指導（同条例34条）等に関する規定を適用除外としているが、本事案にお
けるような自主納付の勧奨として行われる行政指導への同行政手続条例30
条の適用については、適用除外の対象とはしていない。
　それゆえ、本事案における原告への行政指導たる自主納付の勧奨は、
「あくまでも相手方の任意の協力によってのみ実現されるもの」でなけれ
ばならない。しかし、忍野村側が自ら主張するところによれば、原告らを
「そもそも長年にわたる納税折衝にもかかわらず、頑なに自主納付を拒ん
でいた悪質滞納者」としているのであるから、少なくとも原告は行政指導
たる自主納付の勧奨を真摯かつ明確に拒否していたことは明らかである。
それにも関わらず忍野村は自身が作成した「滞納整理スケジュール」に従
うものと称して、毎年、まさしく忍野村側こそが「頑なに」自主納付を勧
奨し続けてきた。忍野村側は、滞納整理スケジュールに基づいて自主納付
を勧奨し続けてきたことを強調することで、忍野村側が誠実に滞納処分実
務を遂行してきたことを示したいようである。しかし、これを強調すれば
するほど、この勧奨は忍野村行政手続条例30条 1 項に違反することが証明
されることになるばかりか、地価の傾向的下落傾向という環境のもとでも
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原告らが自主納付をしなければ、いつまでも換価を実行しないとすること
で差押対象財産の価値の下落を招き続けたことになり、同条 2項の「行政
指導に携わる者は、その相手方が行政指導に従わなかったことを理由とし
て、不利益な取扱いをしてはならない。」との定めにも実質的に違反する
ことを証明することになる。
　以上のことからすれば、自主納付の勧奨に応じない原告らを悪質と決め
つけることは不当であり、原告らが真摯かつ明確に拒否しているにもかか
わらず、忍野村行政手続条例に違反する行政指導を長年に渡って継続した
忍野村側こそ悪質と評価されるべきものであろう。
　そもそも行政指導の限界については、忍野村行政手続条例の成立をまつ
までもなく、いわゆる品川高層マンション事件において最高裁昭和60年 7
月16日判決（民集39巻 5 号989頁）が、周知のように、行政指導を受ける者
が行政指導に従わない意思を真摯かつ明確な表明した場合には、それ以降
にも行政指導を続けることは違法である旨を判示した
（５）
。行政手続法の行政
指導に関する定めを導くことになったこの最高裁判例（以下、「昭和60年最
判」という）によれば、本事例における自主納付の強要は、忍野村行政手
続条例をまつまでもなく違法となる。ただし、この昭和60年最判は、行
政指導を受ける者が拒否後も行政指導の続行によって受ける不利益と、拒
否後の行政指導の続行が認められないことによる公益上の不利益を比較衡
量して、前者の行政指導への不協力が社会通念上の正義の観念に反すると
判断される特段の事情があるときには、ただちに行政指導の続行が違法と
されるものではないとの趣旨の判示もおこなっている。この特段の事情の
存在を本事例について考えてみると、自主納付の勧奨が拒否されれば、忍
野村は行政指導をやめて換価を実行すればよいだけのことであるので、拒
否されたのちにも自主納付の勧奨を続けてよいとする特段の事情があると
はいえない。
　忍野村側は、被相続人Aの本件差押処分に対する不服申立てが棄却さ
れた後で、自主納付の勧奨が明確に拒否された時点の後に、速やかに換価
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をおこなうべきであった（これがなされていれば、当初の本件差押処分が超
過差押えであるとする原告ら主張の是非が、その時点で判明していたというこ
とになる）。もし、換価については別訴である滞納処分にかかる国税の課
税処分の取消訴訟の確定をまつということであったとしても、少なくとも
当該取消訴訟の判決の確定（昭和 6 年10月 6 日）の後においては、原告ら
の真摯かつ明確な拒否にもかかわらず自主納付の勧奨を続行することは違
法となる。
（ 2 ）　忍野村側の換価事務能力
　忍野村側は、本事案における換価事務をおこなうまで、換価処分を行っ
たことがないことを裁判過程で明らかにしている。また、裁判資料によれ
ば、忍野村側の徴収機関で原告らへの自主納付の勧奨を担当していた元幹
部職員らへの証人尋問では、当該職員らが滞納処分に対する基本的手続に
ついての原告側代理人や裁判官からの質問に対して十分な解答ができてい
ない場面が少なからず登場している。そして、公売ができなかった事情が
あるかという質問に対しては、忍野村の元職員 Bは「県や国税等の指導
協力を仰げば、公売はできたと思います。」（同人への証人調書速記録参照）
と証言している。また、本事案において平成22年 9 月に公売することにな
った理由は何かという質問に対して同じく元職員Cは、山梨県が作った
山梨県滞納整理推進機構に被告（忍野村）が参加することによって実現し
たという趣旨の証言をおこなっている（同人への証人調書速記録参照）。
　以上のようなことから、忍野村側が換価処分をおこなわなかった真の理
由は、忍野村側の主張するような、国税徴収法および地方税法が差押後の
公売期日についての定めを置いていないことが自主納付の可能性を探るよ
う配慮することを徴税当局に求める趣旨であると解釈したものではなく、
また忍野村のような「山間、農村地帯では、公売ともなれば、直ちにその
情報は近隣に伝わり、地域で暮らしてゆくうえで打撃が大きい。」とのこ
とを考慮したのでもなく、単に公売（換価）の実務能力を欠いていたこと
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から、忍野村行政手続条例に違反してまでも、自主納付の勧奨（行政指
導）を続けたものであると考えざるをえない。平成14年の自主納付という
事実は、これまでに述べてきたことからすれば、周囲からの精神的圧迫と
違法な自主納付の勧奨に耐え切れずに滞納者Aの長男の妻がおこなった
ものと考えざるをえないが、そうではないとしても、自主納付の前後にお
いて違法な行政指導が続行されたとの評価が変わるものではない。
（ 3 ）　平成14年の自主納付の意味
　本事案における執拗な自主納付の勧奨は行政指導の法的限界を超える違
法なものであったと考えられるが、これに関連して滞納者Aの名でなさ
れたとされる平成14年の自主納付の「なぞ」を解く必要があり、この謎を
解くことで、自主納付の事実が当該行政指導の違法性をなんら阻却するも
のではないことを補強できるものであると考える。
　本裁判において忍野村側は、生前の滞納者Aが滞納税額にかかる事務
は長男に任せているとの言動を忍野村側に対して繰り返し発言していたこ
と、そして不服審査の請求を含めた本件滞納にかかわる忍野村側との対応
は全て長男が行っているものであると主張している。他方、従来からの自
主納付に応じないとする滞納者Aの強い決意に反する行動を長男が容易
に行うとは考えられないこと、さらに平成14年の自主納付の時点で、滞納
者Aが滞納への対応にかかわる十分な判断能力を有していなかったこと
がうかがえる。
　これらの事情から、本事案での自主納付は、徴収機関や周囲の住民から
の圧力ともいうべきもので追い込まれた長男の妻によって、滞納者Aや
夫の十分な了解を得ることなく実行されたものと考えられる状況がある。
それまでの「頑な」原告らの自主納付の拒否、そして、この自主納付後の
拒否の続行を考えるならば、この原告の妻による行為をあえて有効として
法的に位置づけるならば地方税法20条の 6 による第三者納付（ 1項「地方
団体の徴収金は、その納税者又は特別徴収義務者のために第三者が納付し、又
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は納入することができる。」）と評価することになる。国税通則法41条も第三
者納付の定めを置いているが、国税通則法基本通達の第41条関係の 1によ
れば、この第三者には、本来の国税を納付すべき者の意に反して納付する
第三者も含まれるとの考え方が示されている。本事例の自主納付は、滞納
者Aや原告らの意に反した、長男（原告の一人）の妻による第三者納付で
あると位置づけることができる。
　しかし、本件東京高裁は、この長男の妻の独自の判断による第三者納付
という考え方を認めなかった。その理由は、一部納付額が高額であるとい
うこと（滞納税総額は約3000万であり、一部納付額は317万円であった）、そし
て原告たる長男は、妻が滞納者Aの意を受けてAの名で納付した可能性
を否定しなかったことなどから、妻の納付はAの意を受けて納付したこ
とがうかがわれるとするものである。そして本件東京高裁は、この一時納
付は自主納付の勧奨の成果であると評価している。
　以上の本件高裁の評価については、裁判資料による限り疑問を覚えざる
をえないし、少なくとも、この評価を決定するためには、さらなる詳細な
証拠調べが必要であると思われる。
　平成14年の自主納付の事実をもって、滞納者Aや原告らが忍野村側か
らの行政指導を受け入れたものとすることはできず、最初の差押えから現
在まで、自主納付の勧奨を受け入れたことはない。よって、本事例におけ
る自主納付が、本事例における自主納付の勧奨の違法性を阻却する事由に
なることはないと思われる。
（ 4 ）　自主納付の強要と換価の「時」の裁量の濫用
　以上のことから、忍野村側の長期間にわたる自主納付の勧奨（行政指
導）が、原告らの利益になる方向で考えられた措置ではなく、単に、換価
についての事務能力の欠如に由来することは明らかである。県や国の協力
を得れば公売をなしえたとの忍野村側の徴収機関の元幹部職員の証言、さ
らには実際に県の協力を得て初めて平成22年に公売をおこなっている事実
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からすれば、そもそも平成 2年の差押え後の早い段階で県や国の協力を得
て実行が可能であったと考えられる。換価の実務能力の欠如が、約20年
にわたって換価を実行しなかったことの正当理由にはならないことはいう
までもない。
5 ．換価の「時」についての裁量濫用の帰結
　以上で述べてきたことの結論として、第一に、換価の「時」の選定につ
いて忍野村側に一定範囲での裁量を認めるとしても、本事案の「時」につ
いての忍野村側の選定は、いうまでもなく原告らの利益を考えたものでは
なく、被告自身の換価事務能力の欠如に由来するものであり、いわば一種
の「他事考慮」による裁量濫用が存在するといわざるをえない。さらに、
本事例での忍野村側による原告らへの自主納付の勧奨（行政指導）の続行
は、原告らが真摯かつ明確に自主納付に応じない意思を表明しているので
あるから、違法と判定されるべきものである。
　ただし、もし別訴の取消訴訟の確定をまつことが換価を実行しないこと
の正当な理由になるとするならば、その判決が平成 6年10月に確定してか
ら換価の「時」を選定するまでに一定の考慮期間が必要であるとしても、
少なくとも、忍野村行政手続条例が成立した平成 8年12月以降も自主納付
の勧奨を続けることは違法であると評価せざるをえない。
6 ．差押解除により形成される信頼
（ 1 ）　差押解除により形成される信頼
　さて、以上で確認したように平成22年までの20年間にわたり換価処分
がなされなかった理由は、根本的には被告に換価実務の経験と能力がな
く、自主納付でなければ滞納税額の徴収ができないという、もっぱら忍野
村側の事情によるものであると考えざるをえない。
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　原告らは、本件差押処分に対する不服申立てが棄却されたのちは、一貫
して換価手続により滞納税額を納付すべきことを忍野村側に伝えてきた。
この意思の表明の基礎には、滞納税額の納付義務が差押財産の換価によっ
て完全に充足されるとの確信（＝信頼）が存在していたといえる。上記の
ように、客観的には換価処分の「時」の選定に裁量濫用があり、自主納付
の勧奨は行政指導の限界を超える違法なものであったが、もちろん原告ら
はこのことを法的意味で認識することはできなかった。平成14年の自主納
付（この自主納付の意味については前述したところである）の後に、その自主
納付額に見合う評価がなされていると考えている差押財産が、平成15年に
差押えの解除の対象財産とされたことで、上記の確信（信頼）はますます
強固なものになったものと考えられる。なぜならば、原告らにしてみれ
ば、差押財産の評価額と滞納税額の間に大きな乖離があるのであれば、専
門知識を有する被告の徴収機関が差押えの解除をなすはずがないのである
から、滞納税額と差押財産の評価額が相応するものと確信（信頼）するの
は当然である。不安定な状態に置かれ続けてきた滞納処分が、差押えの一
部解除によって「最終的に決着するとの信頼」が原告らに生じたとの原告
の主張は、当初の差押えから約12年が経過した時点で被告が差押財産の差
押えを一部解除してみせることで、既存の差押財産の換価によって滞納税
額の納税義務がすべて終了するものとの確信（信頼）を、原告らに決定的
に形成させたということである。換言すれば、このような確信（信頼）の
もとでは、追加差押えという具体的な用語と行為は想起できなかったとし
ても、それまでの差押えの内容を（追加差押えのようなもので）原告らに不
利益な形で変動させる何らかの新たな忍野村側からの行為がなされること
はないという確信（信頼）を「最終的に決着するとの信頼」という文言で
表現したものである。差押えの解除がなされたのちには、その余の解除が
なされていない不動産が差押えられたままであるという状況以外に、あら
たな不利益にかかわる措置が忍野村側によってなされることはないであろ
うとの確信、すなわち信頼は、疑いもなく忍野村の差押えの解除によって
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もたらされたものである。本件追加差押えは、差押えの解除によって忍野
村側が作りだした信頼を自らが破壊する行為であり、信義則（信頼保護原
則）に違反するものとして取り消されるべきものである。そして、換価の
「時」の選定に関する重大な裁量濫用のもと、違法な自主納付の勧奨によ
って約20年も苦しめられてきたという本事案の特殊性からすれば、信義
則の適用を認めないことでもたらされる結果は、原告にとってあまりにも
酷であるといわざるをえないであろう。本件追加差押えは、信義則（信頼
保護原則）に違反するもので違法というべきものである。
（ 2 ）　信義則（信頼保護原則）による追加差押えの制限
　租税法領域における信頼保護の問題を考える場合、被告の忍野村も引用
する最高裁昭和62年10月30日判決（訟務月報34巻 4 号853頁）が信義則の適
用について示した一般的な考え方と適用要件は、本件での信頼保護の観点
から追加差押えは徴集権限の濫用であり、その権限行使は許されないとす
る原告らの主張にとって有益な根拠を与えるものである。
　しかし、この最高裁昭和62年10月30日判決（以下、昭和62年最判という）
につき忍野村側は、品川論文（品川芳宣『重要租税判決の実務研究』2005
年・ 8 頁）に依拠して、「租税法関係における信義則の適用要件について
は、この最判昭和62. 10. 30でほぼ固まったと評価してよく」とし、品川
論文による昭和62年最判の理解を基礎に、本事例での追加差押えが信義
則の適用により阻止されることはないと主張している。
（イ）　最高裁昭和62年10月30日判決の性格
　忍野村側は、租税法関係における信義則の適用要件については、この昭
和62年最判によって固まったと評価している。しかし、例えば、この昭
和62年最判が信義則の適用要件として示した 4要件の一つである信頼の対
象が「公的見解の表明」でなければならないとする点について、最高裁
は、信頼の対象となる公的見解の表明が必要であると述べるのみで、これ
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を個別事例に適用するために必要と思われるさらなる具体的な基準を示し
ているわけではない。このような抽象的基準の提示をもって、上記の意味
での「ほぼ固まった」という表現は誤解を与えるものである。橋詰均裁判
官は、その著作において、昭和62年最判は 4要件のうちで最も重要な公的
見解の表示が何かを具体的には述べていないと指摘している
（６）
。
　そもそも、信義則が信頼という要素を基礎にして、場合によっては租税
法律主義における合法性の原則に反してでも具体的事件における衡平や正
義の実現を目的とする原理である以上、信義則の適用が問題となるすべて
の租税法事件において、未来永劫、いかなる事例であっても最高裁が示し
た要件が固定的に適用されるということは、信義則という全法領域を貫徹
する不文の法原理としての意義を否定するものである。そもそも昭和62
年最判が「信頼の対象となる公的見解の表明」の内容を具体的に述べなか
った意味は、この信義則の具体的事件における適用の弾力性を保持しよう
とする趣旨によるものである。このことから、租税法関係における信義則
の適用要件が昭和62年最判で固まったとする忍野村側の主張は、昭和62
年最判の意義を誤解しているといわざるをえない。
　もう一つ、昭和62年最判の理解については留意しておくべき点がある。
それは、この最判が示した信義則の適用要件は、「課税処分」への信義則
適用について判示したものであり、滞納処分等の「徴収処分」における信
義則の適用を想定していない。被告の依拠した品川論文が信義則の適用要
件とした「公的見解」に該当するか否か等の検討素材として取り上げてい
る判例は、すべて課税処分にかかわるものであり、徴収処分についてのも
のではない。
（ロ）　信義則（信頼保護原則）による追加差押の制限
　昭和62年最判は、以上のような性格を有することから、最判の本件へ
の適用については限界があることを明確に確認したうえであれば、課税処
分につき最判が示した信義則適用は、同じく信頼に保護にかかわるという
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点で、滞納処分にかかわる本件についても有益な考え方を提示していると
いえる。通常、昭和62年最判が示した信義則の適用要件は、以下の 4項目
に整理される。
　①　 徴税職員が納税者に対して信頼の対象となる公的見解を表明したこ
と
　②　 納税者がその表示を信頼して行動したこと
　③　 のちに徴税職員が表示した見解と異なる課税処分が行われ、納税者
が経済的不利益を被ったこと
　④　 納税者が徴税職員の見解を信頼し、その信頼に基づいて行動したこ
とについて納税者に帰責事由がないこと
　以下においてみるように、課税処分に関して昭和62年最判が示した信
義則の適用要件をあえて本事案の徴収処分にも当てはめる場合（課税処分
と徴収処分という適用領域の差異についての若干の配慮が必要であるが）、基本
的にそれらの要件を充たすものと考えられる。
　上記の①の要件についていえば、この昭和62年最判以降の租税法領域
での信義則適用が問題となった下級審判決をみると、多くのものが上記の
4要件のうちの、①の「公的見解の表明」要件に該当しないとの理由で、
それ以外の要件に立ち入ることなく信義則の適用を排除している。本事案
の忍野村側も、追加差押えをしないと「表明」したことはないとして、①
の「公的見解の表明」要件が存在しないと主張している。しかし、公的見
解の表明は積極的な原告らへの具体的な言葉によるもののみをさすもので
はなく、上記の「 6．（ 1）差押え解除により形成される信頼」で述べたよ
うに、換価権限の不行使を約20年も続けるという（異常といえる）態様に
おいても、実質的に公的見解の表明がなされているのと同様な評価がなさ
れるのである。忍野村のいう「追加差押えをしないとの表明」が積極的に
明示的にあった場合にのみ、①の「公的見解の表明」要件が充足されると
いうことになれば、およそ租税法領域で信義則が機能する余地はなくなる
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に等しくなるであろう。専門的能力を有するとの国民の信頼のもとで活動
する行政による国民への長年に渡る同内容の対応によって、将来の行政の
対応に関する明確な確信を国民が形成することがあっても、その確信に正
確に相応する内容を行政が具体的に明言しない限りは、いかなる事情があ
ろうとも、信義則の適用要件としての「公的見解の表明」はなかったこと
にするというのであれば、確信・信頼を裏切られた国民を信義則という全
法領域に適用される法原理によって救済する場面は、ほぼなくなるという
ことである
（７）
。昭和62年最判の示した①の要件にある「公的見解の表明」
の意義を、忍野村側が主張するような、直接的な（追加差押えをしないと
の）具体的な言明でなければならないとまでは、最高裁も述べているもの
ではない。
　②の「表示を信頼した行動」要件についても、差押えの一部解除によっ
て返還された田を、原告らが費用を投入して畑に作り替えた行為（この差
押えの解除により返還された不動産は、再び 8年後に追加差押えの対象とされ
る）などがこれにあたるだろう。また、差押解除後において本件追加差押
えのような滞納処分の新たな変動はないと信頼したからこそ、そのことを
基礎に原告らは自らの生活環境を形成し、追加差押えに対抗できるような
財産防衛（たとえば、差押対象財産以外の財産の売却等）の措置をとること
もなかったのである。
　③の要件における「のちに徴税職員が表示した見解と異なる課税処分」
に対応する行為は本件追加差押え等であり、「納税者が経済的不利益を被
ったこと」とは上記の②で述べた内容等が該当する。
　④の要件の充足については、専門的知識を有しない原告らが、被告の差
押えの一部解除という行為を経たのちに、要件②に関連して述べた行為や
生活環境を形成してきたことからすれば、「信頼に基づいて行動したこと
について納税者に帰責事由がないこと」は明らかなことであろう。
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（ハ）　大阪地裁平成 2 年 1 月24日判決
　忍野村側が主張のなかで持ち出した大阪地裁平成 2 年 1 月24日判決
（LEX/DB 22006252）の事案（以下、この判決を「平成 2年判決」という）は、
次のようなものである。被相続人（昭和58年 7 月に死亡）の財産とともに、
その者の滞納税額（昭和56年度所得税）という債務をも相続した相続人ら
の間での遺産分割の調停手続に、利害関係人として参加した被相続人の関
係者である第三者が、本来は相続人らが納付の責めを負うべき滞納税額を
全額引きうけるとする内容を含む調停が成立し、その旨の調停調書が昭和
58年12月に作成された。大阪国税局長（被告）は相続人らが相続によって
承継した滞納税額を徴収するため、相続人らが調停調書に基づいて当該第
三者に有する権利を昭和60年 2 月に差押えたが、被告の側から差押えた
権利に基づく強制的な手段をとることは一切なく、たんに昭和61年 9 月か
ら昭和62年 1 月の間に数回に渡って当該第三者から払い込まれた滞納税額
の一部を第三者納付（国税通則法41条 1 項）として処理したのみであった。
大阪国税局長が強制的な手段をとらない間に当該第三者が財産を散逸させ
て無資力となった結果、この第三者からの徴収が困難となり、平成元年 2
月には上記の第三者への債権の差押えの解除をおこなうに至っている。他
方で、大阪国税局長は昭和62年 4 月に滞納税額を徴収するために相続人ら
の不動産を差押えた。相続人（原告）らは、大阪国税局長の部下が調停調
書の内容を了解していたこと、当該第三者への権利を差押えたこと、さら
には第三者納付としての事務処理の事実等をあげて、これらは大阪国税局
長が滞納税額を相続人らからは徴収せず当該第三者から徴収する旨を表示
したものと評価できると主張したのである。そして、この表示を信頼した
からこそ、滞納額の納付につき相続人らからは第三者に対する行動をおこ
すことなく、大阪国税局長の徴収手続にまかせることにしたとも主張して
いる。そして、それにもかかわらず、この信頼に反して相続人らの不動産
を差押える処分は信義則に反して違法であると主張しているのが、この平
成 2年判決の事案である。
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　平成 2 年判決は、「本件各差押は租税法規に適合するものである。この
ような場合に、信義則の法理の適用によりこれを違法として取り消すこと
ができるのは、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請
を犠牲にしてもなお、滞納処分による滞納国税の徴収を免れしめて納税者
の信頼を保護しなければならない特別の事情が存在する場合に限られるべ
きであり、右特別の事情を存在するかどうかの判断に当たっては」、昭和
62年最判が判示した信義則適用のための 4要件の考慮が不可欠なものであ
るというべきであるとし、結論としてそもそも信頼の対象になったとする
「公的見解の表示」が存在しないとして信義則の主張を認めなかった。判
決は、調停により第三者納付を勧めるべく国税局の職員が当該第三者に接
触していた事実を認定したが、それをもって被告大阪国税局長が、本件滞
納国税については相続人（原告）らに納付義務はなく、当該第三者が納付
すべきであることを了解する旨を公的に表明したと評価することには、そ
もそも無理があるとした。平成 2年判決の事例は、差押え後に換価を長期
化に渡っておこなわなかった後に、差押えの一部解除までしておきなが
ら、解除した財産を含む追加差押えをしたという本事案とは、その事実関
係まったく異にしており、平成 2年判決での「公的見解の表明」に関する
議論を、そのまま本事案に適用することはできない。
　なお、平成 2年判決が「被告大阪国税局長が右差押後に強制的手続をと
らなかったことが違法であったとしても、それが国に対する損害賠償の理
由となるかはともかくとして」と述べていることには注目して置く必要が
あろう。
7 ．その他の論点
（ 1 ）　国家賠償請求
　前述のように換価における裁量権の行使を差押処分からの時間の経過と
いう観点からみるとき、特に換価対象財産が不動産であるという場合、そ
滞納処分手続における換価処分・追加差押えの権限濫用（首藤）　　27
の対象財産の評価額が常に変動してゆくという点に注目して換価の「時」
が選択されなければならないという点は、滞納処分についての専門的知識
と経験を有する徴収機関にとっては、いわば「職務上通常尽くすべき注意
義務」の内容を構成することについては異論のないところであろう。この
「時」との関連で「職務上通常尽くすべき注意義務」の中心をなすのは、
換価事務提要第 1章の 3でも確認されているように、「差押財産の換価は、
その売却代金をもって滞納国税を徴収するために行うものであり、滞納者
の意思にかかわらず売却する以上は、可能な限り高価有利に売却するよう
努めなければならない。」という点であろう。
　被告の忍野村が引用する前述の大阪地裁平成 2年 1 月24日判決も、徴収
機関が差押後に強制的手続をとらなかったことが損害賠償の理由となる可
能性を一般的に示しているといえる。
　本事案は、換価の「時」の選定についての裁量濫用と違法な自主納付の
勧奨の続行によって、適切な時期に換価がなされたとした時に比して、適
切な時期からの地価の下落分のみでなく、その違法な行為の継続による精
神的苦痛にかかる損害が発生しているといえる。
　推計による更正処分（推計課税）が違法であるとする取消判決の確定を
受けて、さらにこの違法な更正処分に対する国家賠償法 1条による国家賠
償が求められた事件で、最高裁平成 5 年 3 月11日判決（民集47巻 4 号2863
頁）は、税務署長のする所得税の更正は、所得金額の過大認定から直ちに
同法 1 条 1 項にいう違法があったとの評価を受けるものではないとして、
いわゆる職務行為基準説に基づく判断基準を示すところとなっている。す
なわち最高裁は、税務署長が資料を収集し、これに基づき課税要件事実を
認定、判断する上において、職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすこと
なく漫然と更正をしたと認めうるような事情がある場合に限り、右の評価
を受けるものと解するのが相当であるとの法性判断基準を示した（この違
法性判断には、そのなかに過失判断が含まれている）。この最高裁の判断基準
からするならば、換価の「時」についての選定は、前述のように徴収事務
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において最も高度の注意義務が要求されるものであり、本事案における換
価の懈怠は、「職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と」
換価を遅らせることで、原告らに損害を発生させているものであるから、
国家賠償法 1条の違法と評価されるものである。いうまでもなく換価に関
する事務能力の欠如が、上記の尽くすべき注意義務の程度を引き下げるも
のではありえない。
（ 2 ）　失権の法理の適用
　上記の信義則の適用に関しての原告の信頼の内容は、追加差押え前の既
に差押えがなされている財産の換価によって滞納税額の納税義務が完結さ
れるという内容で主張してきたが、違法であるとしても、執拗な常識を超
えた長期に渡る自主納付の勧奨により、そもそも換価はなされないとの信
頼を原告が形成したとの構成も可能であるように思われる。この信頼が法
的に保護されることになれば、平成23年 6 月の追加差押えの違法性ばかり
でなく、同22年 9 月と23年 2 月の換価も違法と評価されることになる。
　信頼保護原則もしくは信義則の具体的適用の一つとして失権の法理が存
在することが認められている。失権の法理は、時間的経過により形成され
た信頼の保護という点に特徴がある。行政権限の行使が長期にわたってな
されないことで、当該行政権限は行使されないであろうと国民が信頼した
場合、その信頼が法的保護に値するものであれば、行使されないと信頼さ
れている当該行政権限の行使を許ないとする法理である。この法理は、一
定の行政処分がなされてから長時間が経過したのちの、当該処分の職権取
消しを制限するという場面で主として論じられてきたものであるが、その
適用範囲を職権取消に限定する必要はない。
　本件事例でいえば、滞納税額に対する差押えがなされてから約20年も
換価がなされないことで、既存の差押財産に対する換価がなされることは
ないとの信頼が形成されているとの構成も可能である。この信頼は、差押
の一部解除がなされることで、さらに強められている。それゆえ、差押の
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一部解除後に追加差押えをすることばかりか、そもそも換価処分をなすこ
とが、この信頼を破壊するものであるということができる。そして、滞納
者（被相続人）とその家族（相続人）は、その信頼を基礎にして生活を形
成してきているのであることから、換価の権限は行使はなされないとの信
頼は、法的保護に値する信頼であるとも構成できよう。
8 ．結語
　滞納処分手続における換価処分の「時」の選択には裁量権が認められる
にしても、裁量濫用の統制法理から自由であることはできない。忍野村滞
納処分事件には、差押処分から換価処分までに通常の滞納処分実務では見
られない異常な時間の経過と行政側の対応が存在しており、換価処分の時
の選択に裁量濫用が存在することを指摘してきた。
　さらに、追加差押えについても、通常の事例であれば大きな問題はない
としても、忍野村滞納処分事件におけるような通常ではない経緯のもとで
は違法性をおびるものとなることを述べてきた。
　滞納処分については、いわば実務的な手続きに関する書籍や論稿は多数
存在しており、本稿の執筆においても参考にさせて頂いた。しかし、滞納
処分の権限濫用の統制という観点からの問題を提起する論稿は極めて少数
である。これは、滞納処分が納税者の権利と強く衝突することから、税務
行政組織による慎重な滞納処分実務が展開しており、深刻な問題が発生し
ていないかのような印象を与える。しかし、地方税領域での滞納処分実
務、特に市町村による滞納処分実務に目をやると、少なからぬ問題が発生
していることがわかる。そして、そこでの問題が発生する場合の原因が、
滞納処分の実務能力の欠如に由来している場合が少なくないように思われ
る。そして、この地方税での滞納処分についての実務対応能力の不足が多
くの自治体で見られることを考えると、本稿では忍野村滞納処分事件を特
異なものとして見てきたが、実は自治体の課税実務において、それほど特
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殊なものではないのかも知れないという考えも浮かんでくる
（８）
。
　本稿は、忍野村滞納処分事件での原告側弁護人の依頼によって甲府地裁
に提出した意見書を基礎にするものであり、原告側に軸足を置くものにな
っていることは否定し得ず、その点のご批判は受けざるをえない。しか
し、忍野村滞納処分事件のような「通常でない」事件が存在したことのみ
は、記録に残しておく必要があるのではないかと考え本稿を作成したもの
である。
（ 1）　富士山の山麓にある陸上自衛隊北富士演習場（山梨県）については、その使用反
対と演習場内の入会権を主張する運動が展開されたが、この運動の中心となった団体
に忍野（おしの）村の忍野入会組合や忍草母の会などがあり、この関係で忍野村とい
う名が広く知られるところなった。
（ 2）　平成28年の行政不服審査法の改正により異議申立ては廃止された。これをうけ
て地方税法でも異議申立ての名称は廃止されたが、本件は改正前の事案であることか
ら異議申立ての制度が使用されている。なお、地方税の関係では、改正前の異議申立
てという名称が、改正後は、そのまま審査請求という名称に変わったのみであると考
えておいてよい。
（ 3）　審査請求と地方団体の徴収金の賦課徴収との関係についての定めである地方税法
19条の 7 第 1 項は、「審査請求は、その目的となつた処分に係る地方団体の徴収金の
賦課又は徴収の続行を妨げない。ただし、その地方団体の徴収金の徴収のために差し
押さえた財産の滞納処分（その例による処分を含む。以下この条において同じ。）に
よる換価は、その財産の価額が著しく減少するおそれがあるとき、又は審査請求をし
た者から別段の申出があるときを除き、その審査請求に対する裁決があるまで、する
ことができない。」と定める。
（ 4）　「不服申立てに対する決定または裁決があるまで」という条文も、平成28年改正
により、現行では「その審査請求に対する裁決があるまで」と改正されている。
（ 5）　この判決の評価については、西津政信「申請に対する応答の留保（ 2）」（別冊ジ
ュリスト・行政判例百選①［第 6版］、2012年）266頁以下等参照。
（ 6）　橋詰均「行政庁の行為と信義誠実の原則」（新裁判実務体系『行政争訟』2004年
所収）62頁。
（ 7）　昭和62年最判の 4要件の右一の「公的見解の表明」の意義につての検討について
は、拙稿「租税法における信義則」（『税務事例・戦後重要租税判例の再検証』2003
年）40頁以下参照。
（ 8）　国税と地方税にかかわる税務行政組織を統合しようとすると「歳入庁構想」は、
地方税の滞納処分を国税庁職員によっておこなうことを、主要な目的の一つとしてい
る。）
